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年代に入り急速に消費量を拡大し二〇一三年時点では一一七七万トンとなりインドネシア（一二六九万トン）と拮抗する規模となっている（図４ 。これはベトナムが一九九〇年代前半から後半ま 毎年八～九・五％の高い経済成長率を遂げ、二〇 〇年代に入っても五～八％の着実な成長を示してい
図４　鋼材見掛消費量推移
（出所）　SEAISI 発 行 Steel Statistical Yearbook 各 年 版（1990年 は WorldSteelAssociation 発 行
























































































































ベトナムは消去法的選択として最も合理性がある。アジア圏での本格進出の戦略拠点を考えれば鋼材消費量の大きいタイ、インドネシア、ベトナム、マレーシアが考えられるが、タイは需要 品質面で高度化しており日本・韓国の市場支配力が強い また ンドネシアはＰＯＳＣＯが銑鋼一貫で進出済みである。マレーシアは二〇一三年で見掛消費量が一〇〇〇万トンに到達はしたが、急速な伸び なく国内での供給体制の整備も進んでいる。したがってベトナムはＣＳＣにとっては本格進出先として最も適合しているも と考えられる。　
第二にベトナムの地理的有利性























































る。二〇一四年七月に在任一年程度で辞任したＦＨＳ前社長の林信義は元・高級官僚であ が ＳＣとの関係は必ず もよくはなかったといわれる。その後任の現社
長・陳源成はＣＳＣの前社長であり、台プラの意向による社長就任ではあるがＣＳＣとの意思疎通が円滑となり、ＣＳＣとしてはＦＨＳでの同社への理解が深まるとの認識ができてきたものと思われる。　
第二は台プラの姿勢の変化であ


































 ＣＳＣは役員一名の派遣も行った（役員総数は一二 ） （二〇一五年三月三日、ＣＳＣ関係者へのインタヴュー） 。
⑷







































 ＣＳＣは一九八九年に第一陣の民営化候補企業とされ、政府出資比率は一九九 年五月には九一・三二％に低下、 九五三月には四七・八一％と五〇％を割った。なお二〇 五年三月時点では二〇％である。
⑽
 予算承認までの長い所要時間、新たな施策への既得権益層からの政治家を通しての妨害工作などがみられた（二〇一三年七月一七日、中国鋼鐵・管理部門関係者へのインタヴュー） 。なおＣＳＣの国営企業としての非効率性については劉文甫（参考文献⑯、八三ページ） また国営企業の一般論と う形であるがＣＳＣの董事長であった趙（参考文献⑨、八 ～八三ページ）による指摘もみられる。
⑾





歌山（二〇一二年の新日鉄住金の成立にともない「日鉄住金鋼鐵和歌山」と社名変更） 持株会社「東アジア連合鋼鐵」を設立（当初出資比率は住金六 ・〇五％、住商四・九五％、ＣＳＣ三三％。現行比率は新日鉄住金六五％、住商四％、神戸製鋼所二％、ＣＳＣ二九％） 。この経緯は参考文献⑦（二八～二九ページ）に日台のビジネスアライアンスという視点からの詳説がある。
⒀
 熱延ラ ンは加熱炉三基（四〇スラブ処理可能） 、サイジング、粗ロール二基（№１が二ロール№２が四ロール
) 、仕上げロー























































 二〇一五年七月三〇日にＪＦＥより公式発表された（二〇一五年七月三一日付け『日本経済新聞』お び『鉄鋼新聞』 ） 。
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って」 （ 『アジア経済』 二月号、二〇一四年） 。
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化学産業の産業政策 産業の生成とデモンストレーション効果――」 （劉進慶・朝元照雄編著（朝元照雄訳） 『台湾の産業
政策』勁草書房、二〇〇三年） 。
⑨






 保倉裕「ベトナム鉄鋼業の現況と発展の方向」 （早稲田大学ベトナム総合研究所編『東アジア新時代 ベトナム経済』文眞堂、二〇一〇年） 。
⑬
 ―――「ＡＳＥＡＮ諸国の鉄鋼業」 （ 『海外事情』一〇月号、拓殖大学海外事情研究所、二〇一四年） 。
⑭

























































 Steel Industry 2013 
and O
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〇一四年六月一〇日のマレーシアでのＳＥＡＩＳＩ総会での説明資料）
.
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 台湾鋼鐵工業同業公会『二〇一四年台湾鋼鐵年鑑』二〇一四年。
